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　育成会だよりは、県の共同募金会の援助に当法人のお金を充当して発行しています。皆さんの善意に深く感謝いたしますとともに、この「たより」は当法人の広報・宣伝に使うのがその主たる目的ではなく、知的障がいのことを皆さんに知っていただきもって公益に資するという思いで発行していますことを改めて申しあげておきます。
　さて、今回のテーマは「障害基礎年金」についてです。特別支援学校でお話をさせていただく機会がありますが、保護者の皆さんの関心が一番あるテーマです。
障害基礎年金の沿革　まず簡単にその成り立ちを振り返ってみたいと思います。1959年9月から保険料を拠出できない人のための「福祉年金」が始まりました。当初は外部身体障害のみに限定されていましたが、知的障害が対象になったのは1965年からです。1985年に国民年金の大幅な制度改革が行われその際、拠出制の障害年金（年金は国民年金保険と言い保険であること）無拠出性（20歳前の障害）の障害福祉年金が障害基礎年金に一本化され、20歳前に障害が生じた人についても支給されるようになりました。
　障害基礎年金の給付額　　現行の障害基礎年金の額は2級が老齢基礎年金額の満額（2020年で、年額781,700円）。1級はその1.25倍（977,125円）となります。この額では家賃を払って自立した生活をするのは困難だと思います。もともと給付額は年金だけで自活することができない額に設定されています。
　障害基礎年金の申請方法　　障害基礎年金の請求が可能になるのは20歳の誕生日の前日以降ですが、20歳の誕生日の6か月前から用紙の用意をしたり受診の予約を取ったりすること。医師の診断書は誕生日の3か月前から誕生日の3か月後までの間の受診日の状態を示したものですので3か月前から診断書を依頼することができます。また、診断にあたっては一人暮らしをしていると仮定した場合に、それぞれの生活動作の目的を理解し、その目的を達成するための声掛け（助言・指導）がどのくらい必要かという観点から評価してもらう必要があります。また、意思の伝達という項目でも慣れた人（親や支援者）ではなくそれ以外の人との意思疎通ができるかどうかという観点が大事です。家族以外の人に意見をもらうのも良いかもしれません。いずれにせよ本人の日常生活の場面を思い出して具体的に答えることができるよう記録を持参することが大事です。また、医師の診断書は精神科の医師の診断書でなくても例えばかかりつけの小児科医に頼むことも可能です。診断書を書く医師としっかりコミュニケーションをとることが最も重要です。
最近の年金の傾向　精神・知的・発達障害があって、2019年度に年金の申請をした人は約5万5千人、そのうち支給が認められたのは約4万8千人、88％は認められています。身体に比べると知的は認められる割合は高くなっています。支給が認められた人のうち1級は14%、2級は86%です。身体に比べて1級の人の割合は低くなっています。これは知的障害の特性が十分理解されていないことが考えられます 。また過去に比べて最近は1級が認められにくい傾向が出てきていると言えます。
　障害者の所得保障の今後の在り方　少しずつではありますが障害者の就労が進んできた今、働く能力と年金の関係が問題になってきます。無拠出性の年金で、1級の満額をもらっている人(所得に応じて満額、半額、全額支給停止がある)で、360万円の所得〈いろいろな控除を受けた後の額で年収ではない〉がある人もいます。無拠出性の年金の場合、やはり働くインセンティブを損なわない程度での稼働能力との関係を整理することが必要でしょう。知的に添って言えば就職しても長期に継続して働く人が少なく、また長寿社会の中50歳以上まで働く人は身体に比べて極端に少なくなるという現状もあります。障害者とひとくくりにできない問題です。また、障害ゆえにかかる出費を手当てとして所得保障と別に考えるという意見もあります。時代の変化と共に所得保障の在り方も変わっていくことが必要です。障害のある人が地域で自立した生活ができるということを基本に議論を深めることが必要だと思います。
　
